
　これまで保育所の設置は、市町村および社会福祉法人に限られていましたが、2000年

3月より、保育所の設置認可基準を満たした民間法人等であれば、保育所の経営が行え

ることになりました。�

　これにより、株式会社やNPO（非営利団体）など、多様な主体による認可保育所が増

加し、今日の保育のニーズに対応した魅力あるサービスの提供が可能となりました。�

　株式売買委託手数料とは、顧客が証券会社に株式の売買を委託する際に支払う手数

料のことです。�

　従来、株式売買委託手数料の水準は固定されていましたが、1998年4月の証券取引受

託契約準則の改正により、売買代金５千万円超の取引に係る部分について自由化が行わ

れました。さらに1999年10月には完全自由化され、証券会社が独自に手数料体系を定める

ことができるようになりました。�

　自由化以降、手数料の大幅な低廉化が実現しています（図）。�

　図のＡ～Ｃ社は、インターネット専業証券会社です。手数料は、インターネット取引で成

行注文のケース。ほかにも１ヵ月の約定回数が一定回数を超えた場合の割引サービス等

もあります。�

株式売買委託手数料の比較�

※　各社ともにインターネット専業証券会社。手数料はインターネット取引で成行注文のケース。
これに加えて、１か月の約定回数が一定回数を超えた場合の割引サービス等もある。�

保育所の設置認可件数（2000年3月からの累計）�

注　2000年度は2000年3月30日～2001年04月1日�
　　2001年度は2001年4月02日～2002年04月1日�
　　2002年度は2002年4月02日～2002年10月1日�
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